
信頼性の高い
情報提供

本人から同意を取得し、厳格な本
人確認を行った上で、行政等が保
有する信頼性の高い情報を取得す
ることができます。

接続負担を軽減し
情報連携がスピーディに
BizMINTが共通の I/F、APIを提供す
ることで、共通の仕様のもと事業者・
団体間の連携が可能。そのため、 
BizMINTに接続するのみで、様々な
情報連携が可能となります。

お問い合わせ
公的個人認証サービスを活用した

本人確認ソリューション

パーソナルデータ流通プラットフォーム

導入実績・処理件数の
多さは信頼の証

導入自治体・事業者数は200 以上、
3か月間で190万件以上のトランザ
クションを処理した実績もあり、
安定した稼働実績があります。

最新機能に対応し
新たなニーズに応える
法改正により2023 年5月に開始し
た新サービス「スマートフォン用
電子証明書」および「公的個人認
証による最新の利用者情報（4情報）
の提供機能」に対応しています。
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bizmint@hml.nttdata.co.jp
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マイナンバー利活用ソリューション



・本人確認 ・利用者認証
・証跡データ保管
・最新基本４情報取得

銀行やネットバンクの
ローン申込サイトなど

申請フォームに
必要事項を入力

本人確認のため
の情報の提供に
同意

行政

厳格な審査のために必要な情報を
オンラインで取得・完結できる

マイナポータル
自己情報取得API

審査に必要な所得情報、雇用情報などをオン
ラインで取得。利用者との書類のやりとりが
削減でき、業務効率化につながります。利用
者も各種証明書を役所に取りに行く手間が省
け、顧客満足度アップに貢献できます。

自治体の電子申請フォームや
民間の引越ポータルサイトなど

引越しに関わる
官民事業者

活用ユースケース例：引越し

活用ユースケース例：ローン申込

行政・民間にまたがる引越し手続きを
まとめて行うことが可能に ぴったりサービス

電子申請等API

引越しに伴う住所変更手続きや新規契約・解
約など、様々な手続きができます。事業者は、
正確な転居情報を早期に獲得でき、業務の効
率化がアップ。新規顧客獲得のチャネルの拡
大にもつながります。

金融機関
自己情報取得API から取得できる
情報例 2023年8月時点

所得・個人住民税情報
健診情報
雇用保険情報
戸籍関係情報（2024年3月から取得可能）

申請フォームに
必要事項を入力

サービス連携

サービス連携

申請ステータス管理
申請DL画面

効率的な情報連携で負荷を軽減
これまで負荷が大きかったシステム整備などの事業者・団体
調整コストを減らし、スマートに事業者同士をつなぎます。

パーソナルデータを活用したい事業者・団体

パーソナルデータを保有／提供する事業者・団体

ができること

・本人同意管理 ・認証、認可
・流通制御 
・マイナポータルAPI連携

マイナンバーカードを
スマホにタッチ、PINを入力

法令に
基づいた
本人確認

ができること
プラットフォーム
事業者として

主務大臣の認定
を取得

確実な本人確認をオンラインで
オンラインで安全かつスピーディに本人確認を完了でき、
お客さまの業務効率化とビジネス拡大をサポートします。

本人確認を必要とする事業者

利用者

自治体

通信事業者

ガス事業者

電気事業者

利用者

利用者

必要項目入力

お名前

生年月日

旧住所

新住所

ABC引越し

必要 項目入力

お名前

生年月日

住所

年収

ABC銀行




